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Society5.0



2Society5.0とは

サイバー空間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステム
により、経済発展と社会課題の解決を両立する、
人間中心の社会（Society）



3Society5.0で実現する社会①
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高付加価値な情報、
提案、機器への指示など

人工知能

ビッグデータ

Society 5.0
サイバー空間

センサー情報

環境情報、機器の作動情報
人の情報などを収集

クラウド

自動走行車で
自動走行

AIが人に提案

フィジカル空間
工場で自動的に
ロボットが生産

人が情報を分析・提案

フィジカル空間

人の操作により
ロボットが生産

解 析

人がアクセスして情報を入手・分析

人がナビで
検索して運
転

[内閣府作成]

これまでの情報社会(4.0)

サイバー空間

狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く人類史上5番目の新しい社会であり、
新しい価値やサービスが次々と創出され、人々に豊かさをもたらす「Society 5.0」の実現が課題。

新たな価値

Society5.0で実現する社会②



5「Society5.0時代の地方」の実現

【安定的な地方税財政基盤の確保】
・一般財源総額の確保 ・地方法人課税の偏在是正 ・地方行財政改革の推進

前提となる時代認識

Society5.0の到来 ／ 限界まで進んだ東京一極集中が孕むリスク、地方の疲弊 ／ 多発する災害

持続可能な地域社会の実現
～Society5.0の様々な可能性を活用する地域へ【地域力の強化】～

ICTプラットフォーム

Society5.0を支える技術

安心して暮らせる地域づくり

担い手の確保就業の場の確保

生活サービスの確保

＜遠隔医療＞＜自動翻訳＞

＜災害対応ﾛﾎﾞｯﾄ＞

【地域コミュニティの維持】

【地域の安心・安全の確保】

若者たちの「生活
環境を変えたい」
という意識の変化

5G、光ファイバ、IoT
サイバーセキュリティ等

2018年12月20日総務省発表「地域力強化プラン」より
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Society5.0の未来像
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地域IoT実装



19地域ＩｏＴ実装・共同利用総合支援(令和２年度要望）

① 地方公共団体の地域IoT実装計画の策定支援

・ 現場における推進体制整備、 AI・IoT等の革新的技術
（地域IoT）の実装の具体的な戦略・計画の策定への支援

② 地域ＩｏＴの実装に向けた財政支援※

・ AI・IoT等の革新的技術（地域IoT）利活用の成功モデル実装

への財政支援

＜ 概 要 ＞

 地域におけるIoT等の実装を推進するとともに地方公共団体におけるAI導入を推進するため、AI・IoT等の革新的

技術（地域IoT）の実装を目指す地域を対象に、地域IoT実装計画の策定支援、地域IoT実装に向けた財政支援、

地域情報化アドバイザー派遣による人的支援など、地域IoTの実装を総合的に支援。

※財政支援の補助率等
補助対象：都道府県及び指定都市を除く地方公共団体、民間事業者等
補助率 ：①都道府県及び指定都市を除く地方公共団体（②を除く）並びに民間事業者については、事業費の１／２補助（補助額上限2,000万円）

②都道府県及び指定都市を除く地方公共団体のうち、条件不利地域（※）に該当する地方公共団体は定額補助（補助額上限1,500万円）又は事業費の１／２補助
（補助額上限2,000万円）【R２年度拡充】

（※）過疎地域、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯

地域ＩｏＴ実装・共同利用度総合支援施策（①②）： Ｒ２年度9.7億円（要望枠）
地域情報化の推進（本省・地方）（③④）：Ｒ２年度1.8億円（要求枠）

③ 地域情報化アドバイザー派遣等による人的支援

・ AI・IoT等の革新的技術の知見を有する専門家の派遣等によ
り、AI・IoT等の革新的技術の実装を促進

・ 総務省内にICT地域活性化サポートデスクを開設、地方公共
団体等からの問合せに対応

・ 自治体CIO育成研修の実施

④ 地域ＩｏＴ実装の全国的な普及促進活動

・ ICT地域活性化大賞、地域ICT/IoT実装セミナーの開催 等

R2年度拡充

R2年度拡充



20地域ＩｏＴ実装事例

●石狩振興局、新篠津村、JA新しのつ、ゼロスペック(株)、
京セラコミュニケーションシステム(株)、さくらインターネット(株)

＜事業名＞
IoTを活用した農山漁村の灯油難民防止

＜取組概要＞
現在、北海道内では、厳冬期の必需品である「灯油」が、

灯油配送業者の人手不足等により配達されない＝「灯油難民
の発生」といった事態が想定されている。
これに対応するため、実施団体は、センサー等IoTの活用

により、灯油残量の可視化による効率的な配送を目的とした
実証実験を新篠津村で実施。

経験や勘に頼る灯油配送

⇒ＩｏＴで灯油残量を可視化した効率的配送へ

ＩＣＴ地域活性化大賞2019 総務大臣賞 受賞

【灯油難民解消】

●下川町
「平成30年度地域IoT実装推進事業」

【農業（ハウス栽培の見える化）】

地域へ
の普及

＜事業名＞
菌床椎茸の生活環境の見える化による

生産性向上事業

＜事業概要＞
菌床椎茸の安定的な生産と業務の効率化に向けて、IoTを活用

し、温度や湿度、CO2濃度等の生産環境をデータ化。スマート
フォン等の端末で遠隔地でもデータを確認可能にした。
さらに栽培業務のノウハウを見える化することにより、円滑

な業務承継を図る。



21

基幹インフラである
５Ｇの早期整備
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28GHz帯の100MHz幅について早期の制度化を目指す

 ローカル5Gは、4.6～4.8GHz及び28.2～29.1GHzの周波数を利用することを想定してい
るが、その中でも、他の帯域に比べて検討事項が少ないと思われる28.2～28.3GHzの
100MHz幅については、本年内に制度化・免許申請受付を行う想定。

ローカル5Gの候補帯域とスケジュール

2019 2020

28.2-28.3GHz
技術的条件のとり
まとめ（６月）

★

それ以外の帯域
技術的条件のとり
まとめ（２月）

★

制度化、申請受付開始
（11-12月）

★

制度化、申請受付
開始（7-8月）

★

【4.5GHz帯】

4500 4600 4800

NTTドコモ
100MHz ↑↓

ローカル5G①
※公共業務用システムと要調整

27.4 27.8

ソフトバンク
400MHz ↑↓

28.3 29.1 29.528.2

KDDI/沖縄セルラー
400MHz ↑↓

NTTドコモ
400MHz ↑↓

楽天モバイル
400MHz ↑↓

27.0

【28GHz帯等】
ローカル5G②100M

Hz 

↑↓

他システムとの周波数共用条件が検討済

※衛星通信事業者
と要調整

※当面は「屋内」又は「敷地内」で
の利用を基本とする



23全国の５Ｇ基盤展開率（５G基地局開設が速やかに可能なエリア）
申請４事業者の計画をあわせると、５Ｇ基盤展開率は９８．０％であり、
2023年度末までに、日本全国の事業可能性のあるエリアほぼ全てに５Ｇ基盤が展開される。

■ ５Ｇ高度特定基地局を開設するメッシュ
■ ５Ｇ高度特定基地局を開設しないメッシュ

※■ ■は、陸地がほとんどないエリア、山岳地帯、国立公園のメッシュ等

沖縄

小笠原諸島



24ローカル5Gの概要

医療機関が導入

遠隔診療
ゼネコンが建設現場で導入

建機遠隔制御

事業主が工場へ導入

スマートファクトリ
農家が農業を高度化する

自動農場管理
自治体等が導入

河川等の監視

センサー、4K/8K

スタジアム運営者が導入

eスタジアム

自治体による

テレワーク環境の整備

5G

CATV等で導入

４Ｋ･８Ｋ動画、XR

ローカル5Gの特徴

 ローカル5Gは、地域や産業の個別のニーズに応じて、地域の企業や自治体等の様々な主体
が自前で免許を取得し、柔軟に５Gシステムが構築できる仕組み。

 通信事業者によるエリア展開がすぐに進まない地域でも、独自に5Gシステムを構築・利用
することが可能。

 通信事業者のサービスと比較して、他の場所の通信障害や災害、ネットワークの輻輳など
の影響を受けにくい。
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岩見沢市北村地区の実証フィールド内を走行するロボットトラクター

遠隔監視による受信映像

【実証試験を踏まえたシステムの運用イメージ】

︓ ① トラクターからの圃場映像は5.7GHz帯映像伝送により、受信アンテナへ送信
（緊急時にはドローン回線を使用）

︓ ② ①で受信した映像信号は、FWA又は無線LAN回線で複数映像を多重し、
1回線で受信施設へ送信

︓ ③ ユーザーや事業者は受信施設サーバにアクセスし、圃場の映像を確認

【岩見沢市での実証試験の模様】
ドローン

無線LAN
ユーザー

FWA又は無線LAN

受信アンテナ

受信施設
5.7GHz映像伝送

光ファイバ

圃場2圃場1

圃場間で混信
が起きないよう
運用調整

2.4GHz帯／5GHz帯における無人移動体画像伝送システム等
に係る実証試験

5.7GHz映像伝送

電波利用企画課

北海道農業ICT/IoT懇談会

 北海道の農業においては、労働力不足等が深刻な課題となっており、ICT/IoTの利活用に大きな期待が寄せられている。
 当局では、平成30年度に「北海道農業ICT/IoT懇談会」を開催し、スマート農業による「強い北海道農業」の実現に向け、①農業ブロード

バンド整備、②農業のロボット化、③農業ビッグデータ利活用をテーマに検討を開始。
 令和元年度においては、①遠隔監視下での無人ロボット農機の安全な自動走行実現のため、緊急停止等を行う制御システムの検討、②酪

農分野等における有効なビッグデータの現状及び利活用を主なテーマとして取り組む。

令和元年度の実施検討項目

遠隔監視下での無人ロボット農機の安全な自動走行実現のため、緊急停止等
を行う制御システムの検討

酪農分野等における有効なビッグデータ伝送システム
の現状把握・利活用に向けた検討

農業のロボット化の検討（WG１）
主査 岡本 博史 准教授（北海道大学）

農業ビッグデータ利活用検討（WG2）
主査 西村 寿彦 准教授（北海道大学）

平成30年度の「②農業のロボット化」での実施項目

２６



27地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実証

■ 産業の高度化・新規産業の創出

地域課題の解決に資する5Gの活用推進

・地域の企業や自治体をはじめ、様々な主体が個別のニーズに応じて独自の5Gシステムを柔軟に構
築でき、地域課題解決に資することが期待されている「ローカル5G」等の実現に向け、地域の
ニーズを踏まえた開発実証を推進

【予算】地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実証 70.1億円【新規】
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総務省動画チャンネル映像

「イメージムービー Connect future 

～５Gでつながる世界～」
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御静聴ありがとうございました。

北海道総合通信局


